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要 約

赤土等土壌流出は､ 河川あるいはサンゴ及びさんご礁域に生息する生物に大きな悪影響を与えている｡

沖縄県では､ ｢沖縄県赤土等流出防止条例｣ が施行されたことにより､ 開発現場からの土壌流出は減少し

たが､ 農地からの流出は条例施行前とほとんど変わってない｡ 農地での対策を行うためには､ 農家の土

壌流出に対する意識と理解が不可欠であり､ また､ これを支援する立場にある行政の取組も大変重要で

ある｡ 本調査は､ 農家の土壌流出に対する意識調査と行政の流出防止対策への取組の意識調査を通し､

土壌流出防止のための方法について考察することを目的として行われた｡ 農地での実際の流出防止対策

及び今後の対策として､ マルチング実施､ 沈砂池及びグリーンベルト設置が上位を占めていた｡ 一方､

流出防止対策の機能的な評価としては､ グリーンベルトとマルチングが高く評価され､ 沈砂池の評価は

低かった｡ 農家の流出防止対策に影響を与えている要因として､ 流出防止対策の認知度､ 作物の種類､

畑面積､ 行政区が挙げられた｡ 流出防止対策の取組に積極的な自治体は､ 恩納村役場､ 宜野座村役場､

名護市役所及び金武町役場で､ 一方､ 国頭村役場､ 今帰仁村役場及び本部町役場は低いと評価された｡

農家での実際の流出防止対策の実施度としては､ 東村が最も高く､ 石川市､ 恩納村と続き､ 本部町や今

帰仁村は低くなっていた｡ これは､ 本部町役場や今帰仁村役場が流出防止対策に積極的とは言えず､ 結

果としてこれら行政区内での農家の流出防止対策実施度が低くなったと考えられ､ 農家の流出防止対策

には行政が重要な役割を担っていることが分かった｡

Abstract

Red soil and similar soil discharge have a bad effect on coral and marine animals living on

coral reefs. Enforcement of the Red Soil and Similar Soil Discharge Prevention Ordinance of

Okinawa has diminished discharge coming from development areas, but not discharge coming

from farmlands. The understanding by farmers of the impact of soil discharge and the

involvement of administrators who support farming are both indispensable as countermeasures

against marine pollution. This research was designed to consider countermeasures against soil

discharge based on a soil discharge questionnaire distributed to farmers and hearing to administrators.

Mulching, using soil sedimentation ponds and creating green-belts were mentioned by

respondents as the major solutions to the soil discharge problem. On the other hand, in terms

of the effectiveness of these solutions, green-belting and mulching were rated highly, but using

a soil sedimentation pond was not. Factors affecting farmers’ responses were the knowledge of

the counter-measures, the kind of crops they farm, the surface area of the farmland, and the

administrative district they farm in. Some administrative offices, such as Onna Municipal

Office, Ginoza Municipal Office, and Nago Municipal Office, were aggressive in implementing

countermeasures against soil discharge while other administrative offices (i.e., Kunigami Village,

Nakijin Village, and Motobu Town) were less active in implementing countermeasures. Farmers
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はじめに
赤土等土壌流出は､ 河川に生息する動物 (仲宗根ら,

1998b; 仲宗根ら, 1998c; 赤土等流出防止対策検討会,

2001) やサンゴの成長や生存 (大見謝, 1996; 大見謝ら,

1998; 大見謝ら, 1999; 大見謝ら, 2000; 赤土等出防止対

策検討会, 2001)､ あるいはサンゴ及びさんご礁に依存し

て棲息する魚類､ 甲殻類､ 棘皮動物､ 藻類や草類など

(赤土等流出防止対策検討会, 2001) に大きな悪影響を与

えることが明らかになっている｡ 沖縄県ではこれまで赤

土等土壌の流出対策に巨額の予算を投じてきている｡

1995年10月には､ 1000㎡を超える事業行為を行う場合は

流出防止施設や装置の設置を義務付ける ｢沖縄県赤土等

流出防止条例｣ が施行されたことにより (赤土等流出防

止対策検討会, 2001)､ 開発現場からの土壌流出は減少し

ている (満本ら, 1997; 満本ら, 1998; 仲宗根ら, 1998a;

満本ら, 1999; 赤土等流出防止対策検討会, 2001)｡ しか

し､ 農地からの流出には歯止めがかからない状態にあり､

依然として雨が降るたびに土壌流出が起こり､ 周辺海域

汚染が続いている現状にある (仲宗根ら, 1998)｡ 沖縄の

海岸環境及びさんご礁の健全さの保持､ 観光の振興､ 漁

業の振興､ ひいては農業の振興のためにも､ 赤土等土壌

流出の抑制は大変重要である｡

農地からの流出防止対策の一環として､ 県条例施行と

共に耕土流出防止型事業の水質保全対策事業が施行され､

農地の勾配緩和や排水路の改修､ 沈砂池設置､ 法面保護､

植生等での土壌流出対策等を行っている｡ これら工事に

係る費用は農家負担ではないのにも拘わらず､ 農家から

の理解が容易に得られないのが現状のようである｡ 現状

の流出量のかなりの部分を占めている農地での対策を行

うためには､ 農家の方々の赤土等土壌流出に対する理解

が不可欠である｡ また､ 流出防止について様々な方法が

考案され､ 農家の費用負担や作業負担を出来るだけ軽減

できるようになってきている｡ しかし､ いくらかの費用

負担は必至であると思われ､ 行政の財政的な支援は重要

である｡

本研究では､ 農家の赤土等土壌流出に対する意識調査

と行政の流出防止対策への取組の意識調査を通し､ 土壌

流出抑制､ 或いは防止のための方法等について考察して

いくことを目的として行われた｡

方 法
農家へのアンケート調査と市町村役場へのヒヤリング

調査を行った｡ 農家へのアンケート調査は､ 石川市以北､

大宜味村以南の２市２町５村 (石川市､ 恩納村､ 金武町､

宜野座村､ 本部町､ 今帰仁村､ 名護市､ 東村､ 大宜味村)

で実施し､ 農地訪問や家庭訪問により行った｡ 一方､ 自

治体へのヒヤリングは､ 石川市以北の市町村 (石川市､

恩納村､ 金武町､ 宜野座村､ 本部町､ 今帰仁村､ 名護市､

東村､ 大宜味村､ 国頭村) で行った｡

農家へのアンケート調査では､ 流出防止対策の理解度

と問題点を訊くアンケート (付録のアンケート用紙参照)

を基本的に調査員が聞き取る方法で行った｡ 記述式の回

答 (Q４､ Q５､ Q７､ Q８､ Q９) は､ カテゴリー分け

を行い解析用データとした｡ 一方､ 市町村役場に対して

は (行政機関へのヒヤリング項目参照)､ 土壌流出の現

状把握と流出防止対策の取組について訊いた｡

自治体に対するヒヤリングは､ 2003年10月から12月の

間に､ 農家に対するアンケート調査は2004年５月から10

月の間に行った｡

結 果
農家の属性について

全体で284人分のアンケートを集めることができた

(表１)｡ 市町村によってアンケート数にばらつきがある｡

最もアンケート数の少ない自治体は本部町で3人分､ 最

もアンケート数の多いのは名護市で78人分である｡ 本調

査では､ 字当たり20人程度のアンケートを取ることを目

標としたが､ 農地訪問をしても家庭訪問をしても対象者

になかなか会えないことが多く､ また､ 対象者に会えた

としてもアンケートに協力して頂けないこともままあり､

このような結果になってしまっている｡ 一方､ 居住地で
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in Higashi Village were the most aggressive in this regard, followed by Ishikawa City and Onna

Village. Farmers in Motobu Town and Nakijin Village were least aggressive in implementing

soil discharge countermeasures. It is possible to explain the less aggressive practice of farmers

in Motobu Town and Nakijin Village by reference to the inactivity of the municipal offices in

these districts. Thus, in regards to the matter of implementing soil discharge countermeasures,

the practice of farmers depends on the quality of engagement taken by administrators toward

solving the soil discharge problem.

自治体 (役所・役場) へのヒヤリング項目

・市町村内での赤土 (土壌) 流出状況について
・赤土 (土壌) 流出防止対策の有無について
・流出防止対策がある場合は内容 (方法､ 予算的な措置等)
について
・今後の流出対策への取組 (方法､ 予算的な措置等) につ
いて
・対策がない場合は対策が取れない理由について



は､ アンケート調査を行った地域住民である場合が殆ど

(95.8%) であるが､ 調査地外である沖縄市､ 嘉手納町､

宜野湾市､ 那覇市､ 糸満市の住所の人も僅か (６人で2.1

％) ではあるが含まれている｡

年齢では､ 50代､ 60代及び70代以上を合わせると全体

の87％を占め､ 一方で､ 20代､ 30代の若い世代は､ 全体

の3.5％しか占めておらず､ 農家の高齢化が進んでいるこ

とを示している (図１)｡ 性別では圧倒的に男性が多く

全体の82.4％を占めているが､ アンケートの対象者が男

性であったということで農業従事者が必ずしも男性であ

ることを示すものではない (図１)｡ 農業経験年数は､

農家が高齢化している現状からすると長いと考えられる

のだが､ 結果はそうではなく､ 10年以内 (26.8％) と11－

20年 (26.1％) の両方で全体の半分余りを占め､ 経験年

数としては比較的浅い農家が多いことがわかる (図２)｡

10年以内の経験者が､ 50代､ 60代､ 70代のそれぞれで６％

から７％で推移しているのは (図２)､ 高齢者が農業を

専業としてきた人だけでなく､ 最近になり農業を始めた､

恐らくは､ 他業種から転職してきたと思われる人等も少

なからず含んでいることを示している｡ 職業では､ 殆ど

(77.8％) が農業を専業としているが､ 建設業や運輸業､

その他を専業 (農業は副業) とする人も含まれている

(表２)｡ その他の内訳としては､ 会社員や土木関係者､

定年退職者 (11人) などである｡

農作物と規模について
農作物の種類としては､ サトウキビ､ パイン､ タイモ､

野菜類､ 花卉類､ ウリ類､ ミカン類が主で､ これら作物

で全体の80.3％を占めている (表３)｡ この中でも､ サト

ウキビとパインだけで33％になり､ サトウキビとパイン

が依然として基幹作物であることを示している｡ 農地面

積としては､ 1000－1500坪の割合が最も多く､ これを頂

点として前後に緩やかに減少しているが､ どちらかと言

えば小面積の農地の割合が多くなっている (図３)｡

流出防止対策について
流出防止対策の知識 (認知度) では､ 48.6％ (全体か

ら ｢特になし｣ の回答を差し引いた値) の回答者が何らか

の対策を知っていると述べているが､一方､ 実際に何らかの

対策をしている回答者は32.4％ (全体から ｢特になし｣ の

回答を差し引いた値) で､ 今後の対策を考えている回答者

は13.7％ (全体から特になしを差し引いた値) で認知度､

実際の対策､ 今後の対策と減少していく (表４)｡ 対策の

内訳としては､ 流出防止対策の知識 (認知度)､ 実際の対

策､ 今後の対策のどちらの場合でも､ マルチング､ 株だし､

沈砂池及びグリーンベルトが上位を占めている｡
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表１ 調査地ごとのアンケート数
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図１ 対象者の年齢と性別

棒グラフの上の値は人数を示し､ 棒グラフ内の値
(％) は女性対象者の全体に対する割合を示す｡
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図２ 対象者の年齢と農業経験年数

棒グラフの上の値は人数を示す｡
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流出防止対策の機能的な評価としては､ グリーンベル

ト設置とマルチングの実施が高く評価され､ この次に春

植え､ 株だし及び沈砂池の設置となっている (表５)｡

沈砂池の設置は､ 認知度､ 実際の対策､ 今後の対策では

上位にランクされているが､ 流出防止対策の機能的な評

価としてはあまり高く評価されていない｡

現状の流出防止対策の問題点としては､ 回答の割合が

9.2％とかなり低いが､ 労力の問題､ 費用の問題が上位を

占めている (表６)｡ 費用の問題に関しては､ 今後の問

題としても挙げられ (表７)､ 費用の問題や労力の問題
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表３ 主な作物

耕作面積の広い順 (１～３位) 毎の作物を件数の多い順に並
べてある｡ 割合はアンケート総数 (284) を分母として計算
した｡ 果樹の作物名については明らかでない｡
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図３ 主な作物 (�～３位) 毎の耕地面積
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表５ 流出防止対策の評価

それぞれの順位 (１～３位) の対策を件数の多い順に並べて
ある｡ 割合はアンケート総数 (284) を分母として計算した｡
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表４ 流出防止対策の認知度と実際の対策及び今後の対策

それぞれの項目の流出防止対策を件数の多い順に並べてある｡
対策は複数回答になっている｡ 割合はアンケート総数 (284)
を分母として計算した｡
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表６ 現状の流出防止対策を行う上での問題点

それぞれの順位 (１～３位) の問題点を件数の多い順に並べて
ある｡ 割合はアンケート総数 (284) を分母として計算した｡
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は､ 農家にとって大きな課題であることがわかる｡

流出防止対策に影響を及ぼす要因について
どのような要因が流出防止対策に影響しているかを明

らかにすることは､ 今後の流出防止対策を考えていく上

で大変重要である｡ カテゴリーデータの目的変数と説明

変数の関係を調べるため､ 数量化２類の多変量解析を行っ

た｡ 本アンケートの Q2は､ 流出防止対を策実行してい

るかどうかを訊いた項目である｡ この項目でいずれかの

流出防止対策にマークした回答者は何らかの対策を実施し

ているとし､ NAは何も対策をしていないとして､ MA回

答で22選択肢 (カテゴリー) を SA回答で２選択肢 (｢対

策している｣ と ｢対策していない｣) に書き換え､ 多変量

解析を行った｡ ここでは､ 流出防止対策の実行の有無を目

的変数として､ どの項目 (説明変数) が影響を与えている

かを明らかにしていく｡ アンケートには､ Q１から Q10の

質問項目があり､ これらの中で Q３から Q７及び Q９は

流出防止対策を行っていることが前提となっている項目

であるので､ 流出防止対策を実行しているかどうかを説

明する要因 (説明変数) としては不適当である｡ そこで､

Q８ (作物の種類と畑面積の１位の答え) と Q10 (年齢

と農業経験年数) と調査地を説明変数とした｡ Q１の流

出防止対策の認知度は､ Q２と同様MA回答で22選択肢

(カテゴリー) であるが､ それぞれの流出防止対策の名

称を知っているかどうかよりは､ 流出防止対策を知って

いるかどうかかが重要であると思われたので､ MA回答

で22選択肢 (カテゴリー) を SA回答で２選択肢 (｢対

策を知っている｣ と ｢対策を知らない｣) へ書き換え解

析に供した｡

独立係数は0.25以上で ｢関連がある｣ と判断されるので

(菅, 2000)､ 流出防止対策の認知度 (Q1､ 0.62)､ 作物の

種類 (Q8､ 0.41)､ 畑面積 (Q8､ 0.32)､ 調査地 (0.38)

のいずれも0.25を上回り､ 流出防止対策の有無に関連の

赤土等土壌流出防止策に関する研究
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表７ 今後の流出防止対策を行う上での問題

問題点を件数の多い順に並べてある｡ 割合はアンケート総数
(284) を分母として計算した｡
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表８ 独立性係数の検定

数量化２類の解析結果を示す｡ Q2 (実行) を目的変数として解析を行った｡
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表９ 独立性の検定

数量化２類の解析結果を示す｡ Q2 (実行) を目的変数として解析を行った｡
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ある項目であることが分かる｡ 一方､ 年齢 (Q10､ 0.24)

と農業経験年数 (Q10､ 0.22) は､ 0.25未満であるので

関連のある項目ではない (表８)｡ 一方､ これら要因の

有意性は､ Q8の畑地面積との相関だけが P＜0.01で､ 他

は P＜0.001で非常に高い有意性を示している (表９)｡

流出防止対策の認知度 (Q１) との関連では､ 知って

いると回答した内の62.3％がなんらかの流出防止対策を

行っているが､ 一方､ 知らないと回答した内の4.1％が対

策をしてないので､ 流出防止対策を知っている人は実際

の対策を行う傾向あることが分かる (図４)｡ 作物の種

類との関係では､ トウガラシや牧草､ ウコンやアロエな

どの健康食品作物､ 花卉類や観葉植物などの観賞用植物､

茶の栽培をしている人で流出防止対策を実践している割

合が高くなっている (図５)｡ 一方､ サトウキビやパイ

ンなどの従来型の作物を栽培している人では流出防止対

策の割合は低くなる傾向にある｡ サトウキビ農家では､

流出防止対策をしているのは39.3％であり､ パイン農家

では38.3％である｡ 対策の割合として最も低いのは､ イ

ネやタイモなどの田を使う農家であり5.3％しか対策を行っ

ていない (図５)｡ また､ 耕作面積が広くなると流出防

止対策を行う傾向にある (図６)｡ 50-100坪の農地では

流出防止対策は全く行われていないが､ 10000坪以上の

農家では75％が流出防止対策を行っている｡ 調査地は､

調査員が実際に調査した行政区を示している｡ 現住所と 畑の所在する行政区が異なる場合もあるが､ ほとんどは

調査を行った行政区内に現住所がある､ あるいは少なく

ても畑地が所在しているので､ 調査地別は農家の行政区

(市町村) 別と同等である｡ 調査地別では､ 東村

(62.1％) と石川市 (55.2％) で対策の割合が高くなって

いる (図７)｡

行政の流出防止対策への取組

現状把握の状態､ 具体的な対策事例や独自の対策､ 予

算及び今後の対策において､ 各自治体の認識度合や対策

などは様々である (表10)｡ 土壌流出の現状の把握につ

いては､ 全ての自治体で把握されているわけではない｡

国頭村役場､ 今帰仁村役場及び本部町役場では現状把握

ができていない｡

具体的な流出防止対策としては､ 全体で37件の対策が

挙げられた (表10)｡ 複数の自治体で取組まれている対

策としては､ 沈砂池設置 (５件)､ パトロールと指導

(５件)､ 砂防ダム建設 (４件)､ グリーンベルト設置

(４件)､ 月桃苗の配布 (３件)､ 協議会設置 (２件)､ ブ

ルーシートでの被覆 ( 2件) がある｡ 農家の実際の対策

件数として多く､ かつ評価も高かったマルチングは１件

だけであった｡ 自治体毎の対策では､ 恩納村役場で10件､

宜野座村役場で８件､ 名護市役所で６件､ 金武町役場で

５件､ 大宜味村役場と石川市役所がそれぞれ３件､ 東村

役場の２件であり､ 国頭村､ 今帰仁村役場及び本部町役

総合研究 №７
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図４ 流出防止対策の認知と対策の実施割合

棒グラフ上の値は人数を示す｡
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図５ 作物別の流出防止対策の実施割合
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図６ 畑地面積別の流出防止対策の実施割合

棒グラフ上の値は人数を示す｡
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図７ 市町村別の流出防止対策の実施割合

棒グラフ上の値は人数を示す｡
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場では具体的な対策の言及は無かった｡ 農家の流出防止

対策の割合が高かった東村役場と石川市役所における行

政側の対策はそれぞれ２件と３件で､ 件数としては多い

訳ではない｡

独自の土壌流出対策としては､ 東村､ 宜野座村及び金

武町では条例の制定があるだけである (表10)｡ 予算に関

しては､ 東村役場と恩納村役場ではそれぞれ予算が計上

されている｡ 金武町役場と石川市役所では国と県からの

補助金を流出防止対策予算としている (表10)｡ 今後の対

策としては､ 従来通りの砂防ダムの建設や沈砂池の建設

など土木的な対策や農家への指導､ 月桃苗配布､ 条例制

定の検討などが挙がっている (表10)｡ 自治体別では､ 東

村役場がそれぞれ４件､ 大宜味村役場と石川市役所と恩

納村役場ではそれぞれ３件､ 名護市役所では２件の対策

を挙げ､ 金武町では現状の対策の継続を挙げている｡

考 察
流出防止対策について

流出防止対策の知識 (認知度)､ 農地での実際の対策

及び今後の対策として､ マルチングや沈砂池､ グリーン

ベルトが上位を占めていた｡ 一方､ 流出防止対策の効果

(機能) としては､ グリーンベルトの設置とマルチング

の実施が高く評価され､ 沈砂池の評価は低かった｡ グリー

ンベルトやマルチングは個人で可能な流出防止対策であ

るのに対し､ 沈砂池は大掛かりな土木工事を伴うことが

多く個人的に実行するのは難しい｡ 一般的には自治体や

県､ あるいは国等が圃場整備の一貫として設置する場合

がほとんどであると考えられる｡ また､ 沈砂池は畑地の

下流側に離れて存在するのが一般的であるので､ 農家の

人が日常的に認識しにくいことが多い｡ 従って､ 沈砂池

の流出防止対策評価は過小評価されやすいことが考えら

れる｡ しかし､ また一方では沈砂池の機能的な欠点も幾

つか指摘されてきている｡ 大雨が降れば直ぐに土砂で一

杯になり､ 沈砂池としての機能を果たさない｡ 溜まった

土砂を取出す費用は高額になるのでなかなか実行できな

い｡ 結果的に沈砂池の機能は著しく低下する｡ 個人的に

管理するのは大変である｡ これに比べると､ グリーンベ

ルトやマルチングは費用的に安価で特殊な道具を必要と

しないので個人的に実行可能であり､ また､ 対策が畑面

に直接行うものなので目に付き易く､ 沈砂池に比べると

理解され易い対策である｡ よって､ 認知度､ 現状の対策､

今後の対策として多く挙げられ､ 効果としても高く評価

されたと考えられる｡

土壌流出対策では､ 発生源対策 (裸地面からの赤土等

の発生を抑えること) が最も重要であり､ 沈砂池などに

よる対策は２次的な対策 (流出防止対策) になる (沖縄

県農林水産部, 1995)｡ これからすると､ 農家でグリーン

ベルトやマルチングの実施割合と評価が高いのは理にか

なっている｡ マルチングをすることにより流出量が1/10

以下に減少することが報告されている (比嘉ら, 1996)｡

本調査では､ グリーンベルトとマルチングの実施度は2

割弱 (17.2％) であり､ 実施度としては高い値ではない

ように思えるが､ 他の対策に比べると非常に高い｡ この

２つの対策で全実施対策の約1/4を占めている｡ コスト

面や管理面でもそれ程大変ではないと思われるので､ 行

政でもこれまで以上に推進していくべきであると思われ

る｡ その過程で農家へ流出防止対策の普及啓発をより深

く行うことができれば､ 流出防止対策全体としてより良

い方向へ進むことが期待できる｡ 本調査では､ 実際の流

出防止対策では７割弱 (67.6％) が ｢特になし｣ と回答

し､ 今後の対策では８割余 (86.3％) が ｢特になし｣ と

回答している｡ これを土壌流出問題に対する農家の意識

と捉えるならば､ 農家の意識は高いとは言えないので､

農家の土壌流出に対する意識を上げる方法を考える必要

赤土等土壌流出防止策に関する研究

－��－

表�� 行政の取組

表中の ｢－｣ は､ 当該の項目に対して回答が無いか､ 或いは項目に該当する回答が得られなかったことを示す
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がある｡ 流出防止対策の問題として､ 現状の問題として

も今後の問題としても費用と労力が多く挙げられていた

ので､ 資金的な支援や労働的な支援の必要性を考える必

要がある｡ 農家の高齢化は､ 本調査からも示されている

ので､ 労働的な支援は資金的な支援よりも優先して考え

る必要があると思われる｡

流出防止対策に影響を及ぼす要因について

多変量解析 (数量化２類) により､ 現状の流出防止対

策に影響を与える要因として､ 流出防止対策の認知度､

作物の種類､ 畑面積､ 調査地 (農地または農家の所在す

る行政区と捉える) が認識された｡ 一方で､ 年齢と農業経

験年数が流出防止対策に影響を与えていなのは興味深い｡

これら流出防止対策と関連 (相関) のある要因の中で､

比較的簡単に対応できる要因は､ 流出防止対策の認知度

を上げることである｡ 流出防止対策を知らないと対策自

体行うことが出来ないので､ 対策の認知度と現状の対策

の相関が高いのは当然のことであるが､ このことが流出

防止対策を実行していく上で非常に重要である｡ このこ

とは､ 流出防止対策と関連のある要因として､ 調査地が

認識されたことでも説明できると思われる｡

自治体として､ 流出防止対策の取組に積極的 (取組の

個数で評価した場合) であると思われるのは､ 恩納村役

場､ 宜野座村役場､ 名護市役所､ 金武町役場である｡ 一

方､ 国頭村役場､ 今帰仁村役場及び本部町役場は､ 具体

的な取組が無かったので､ 積極性からすると低いと評価

される｡ 農家の実施する実際の流出防止対策の割合とし

ては､ 東村が最も高く､ 石川市､ 恩納村と続き､ 本部町

や今帰仁村は低くなっている｡ これは､ 本部町役場や今

帰仁村役場が､ 流出防止対策に積極的ではないので､ 結

果としてこれら行政区内での農家の流出防止対策の割合

が低くなったものと考えられる｡ 自治体は､ どのような

取組をするにしても､ 取組については農家に説明する必

要があるので､ 言うならば､ ある種の普及啓発であり､

農家の流出防止対策についての知識は必然的に高くなる｡

一方､ 自治体として取組は積極的に行っているが､ 農家

での対策の割合が低い行政区については､ 取組方法につ

いて検討する必要がある｡ この事については次の課題と

したい｡

栽培作物の種類も流出防止対策と関連の深い要因であ

る｡ 流出防止対策の割合が高い作物としては､ アロエや

ウコン等の健康食品となる作物や花卉類や観葉植物等の

観賞用に供される植物等があり､ サトウキビやパイン等

の従来型の農業とは違った作物を栽培する農家である｡

一方､ 農地からの流出量の殆どを占めるサトウキビやパ

イン等 (仲宗根ら, 1998a) の従来型の農業をしている

農家では､ 流出防止対策の実施割合は低くなっているの

で､ これら農家に対してより積極的な流出防止対策の取

組が必要である｡ また､ 農地面積では､ 農地が狭い農家

ほど流出防止対策はしなくなる傾向にあるので､ 農地の

狭い農家に対してもより積極的な取組をしていく必要が

ある｡

本調査より､ 農家の流出防止対策の実行割合を上げる

ためには行政が重要な役割を担っていることがわかった｡

中には行政機関が積極的な取組をしているにも拘わらず､

対策の実行度として低い自治体もあった｡ 次の課題とし

ては､ これら自治体で実際に取組まれている対策を詳細

に検討することが挙げられる｡ これにより､ より有効な

行政側の取組を明らかにすることが期待できる｡
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